予算要求資料
平成30年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名　新ぎふの木の家海外建設促進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　林政部　県産材流通課　消費対策係　電話番号：058-272-1111（内3015）

　　　　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　       2,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	決定額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・住宅着工戸数の減少等に伴い、国内の木材需要低下が見込まれる中で、国産材輸出は、平成２５年より原木・製品ともに中国・韓国向けが急増している。

・一方で、岐阜県産材の海外輸出に向けた取組みは、丸太輸出を行う商社への納入はあるものの、製品については、一部企業が単発的に輸出しているに留まり、高付加価値製品の継続的な輸出はごく少量である。

・平成２７～２９年度にかけて本県では、韓国人木造建築視察研修の受入れ、韓国木造建築技術協会と共同での木造建築技術セミナー開催、韓国忠南大学主催の産官学連携シンポジウム参加、日本式木造軸組住宅に関する韓国技術者研修会等の活動を行い、韓国における岐阜県産材の認識が浸透しつつある。
・韓国では、環境問題や健康志向の高まりからフィトンチッドの放出量が高いヒノキがブームとなっており、若い世代を中心にソウル近郊で木造住宅の建設が増加している。

・しかし、韓国において岐阜県産材を使用した住宅を建設するにあたっては、韓国の住宅事情に合わせた設計や木材の輸送費等のコストが嵩むため、割高になり契約までたどり着けないことが課題となっている。
　
（２）事業内容
　　　海外において、県産材を構造材の８割以上に使用する住宅等を建設する事業者に対して、設計等技術料に係る経費を支援。
　　・補助対象予定者：県内の工務店など県産材住宅建設事業者
　　・補助金額：定額200千円/棟

　＊１棟あたり200千円(設計等技術料に係る経費)　　　　　

　＊総事業費　200千円×10棟＝2,000千円

（３）県負担・補助率の考え方

　　　・過去に実績のない県産材の海外輸出に取り組む施策であり、県が先導的役割を果たし、事業を展開することが必要
　
（４）類似事業の有無　　　無
　　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	2,000
	設計等技術料に係る経費支援

	合　計
	2,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「第３期岐阜県森林づくり基本計画」（Ｈ２９～３３年度）　

国内外への県産材需要拡大プロジェクト

県産材の利用の拡大
（２）国・他県の状況

　　　徳島県、大分県、鹿児島県が県産材の輸出経費に係る事業体への支援を行っている。
（３）後年度の財政負担

　　　輸出事業定着には相当の期間を要することから、状況を見ながら１国３年程度を目安に事業実施を判断していく。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業

	補助事業名
	ぎふの木の家海外建設促進事業費補助金

	補助事業者（団体）
	県内の工務店など県産材住宅建設事業者

（理由）海外において、県産材を使用する住宅等を建設することにより、県産材輸出の拡大に繋がるため。

	補助事業の概要
	（目的）海外における県産材住宅建設の促進
（内容）設計等技術料に係る経費を支援

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他
１棟あたり200千円(設計等技術料に係る経費)

（理由）国内での建築に比べて設計等の技術経費が余分に必要となるため、その２分の１相当。

	補助効果
	県産材製品の輸出量が増加すると考えられる。

	終期の設定
	終期：平成３３年度
（理由）第３期岐阜県森林づくり基本計画の終期


（事業目標）
	　海外における県産材を構造材に使用した住宅の普及支援を行うことにより、県産材の輸出拡大を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
(H29年度末)
	目標
(H30年度末)
	目標
(終期)

	1 県産材製品の出荷量
	
	1,540m3
	2,380m3


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度
（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)
千円
	(要求額)
2,000千円

	指標①目標
	
	
	
	1,260m3
	1,540m3

	指標①実績
	947
	698
	1,229
	(推計値)

	(推計値)


	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)

	(推計値)


	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）
	


（今後の課題）
	韓国では岐阜県産材の認識が浸透しつつあるが、実際に韓国において岐阜県産材を用いた木造軸組住宅を建築するにあたっては、日本の建築士が韓国の施主に対して設計提案しなくてはいけないことなどから、韓国で一般的なツーバイ・フォー住宅と比べて割高になり、最終的な契約までたどり着けない。
そのため、コスト高の軽減及びＰＲによって、韓国での岐阜県産材住宅の普及を図る必要がある。


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	国内住宅着工戸数の減少等に伴い、国内の木材需要低下が見込まれる中で、海外において県産材住宅の建築を促進する必要性は非常に高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている
　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
○
	国内での建築に比べて設計等の技術経費が余分に必要となるため、その２分の１に相当する補助金のみを計上しており、必要最小限の経費で事業の効率性は確保されている。


（事業の見直し検討）
	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	・継続
（理由）
韓国において県産材を用いた木造軸組住宅を普及・定着させるためには、継続した取り組みが必要である。


